第6章 ニューディールと保全行政組織改革 -- 改革はいかにして始まり、そして頓挫したのか？ by 及川 敬貴
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制化が著しく遅延したことは広く知られている（表 ６－ ₁）（及川 2003, 2-6）。
　同様の状況は，洋の東西を問わず，また時代や政治体制を越えて，広く観








































































































































































の間に，テネシー渓谷開発公社（Tennessee Valley Authority: TVA），市民保全
部隊（Civilian Conservation Corps: CCC），公共事業局（Public Works Administra-









































　1933年，全国産業復興法（National Industrial Recovery Act: NIRA）が制定され，

















　NPB がその総力を結集し，ほぼ ₁ 年という時間をかけて完成させたのが 











める一方で，その名称を NPB から国家資源評議会（National Resources Board: 
NRB）へと改めることに同意していたという（Reagan 1999, 188）。




官，それに旧 NPB の ₃ 名のメンバーからなる省庁間委員会的な組織である。
















　NRB は，1935年 ６ 月 ₇ 日に発令された大統領令7065号（Exec. Ord. 7065）










NRPB への予算措置も拒否され，同機関は1943年10月 ₁ 日をもって廃止され
てしまう。
₂ ．NRPB の機能













は，1935年 ₁ 月24日に FDR から連邦議会へ提出され，FDR は，こうした省
庁横断的な観点からの調査報告が「史上初」の事象であることを強調した
（Nixon 1972, 342）。FDR は，野外レクリエーションを始めとするその他の自
然資源関連のテーマについて，NRPB 等による包括的な情報収集と分析機能
が有用であることに頻繁に言及している（Nixon 1972, 535）。なお，Reagan

























　FDR 本人から NRPB 等に対して各種の指令が下る場合もあった。たとえ
ば，1936年に注目を集めた洪水制御関連の法案（H.R. 8455）を支持するかど
うかの判断に当って，FDR は事前に NRB の意見を求めていたという（Owen 
1983, 25）。この法案に対しては，洪水制御の名の下に，無駄な公共事業を進
める，利益誘導型のポーク・バレルの典型との批判の声が広く上がっており，
NRC も断固反対の姿勢を崩さなかった（Maass 1951, 84-86）。NRC の主要メ
ンバーであるエリオット（Charles W. Eliot）が，当該法案の問題点と修正の
方向等について分析した詳細なメモ（1936年 ₄ 月29日付）を作成し，同メモは，
NRC 議長のイッキーズ内務長官を通じて，即座に FDR へ送達された（Nixon 
1972, 511-515）。FDR は，1936年 ₅ 月 ₁ 日にロビンソン（Joseph T. Robinson）
上院議員（アーカンソー州選出）へ宛てたメモにおいて，エリオットによる
分析メモの中身をほぼそのまま引用しながら，当該法案を「完全に不合理














と協働しながら当該合意内容を実施するよう求めている（Nixon 1972,  448）。
　このほかに，FDR は，NRPB 等をサード・オピニオン提供機関としても
活用していた。連邦省庁が作成した調査報告書の内容の再吟味である。たと
















1935年 ₉ 月23日にメモを発し，関連省庁が，NRC からの意見を得ることなく，
リオ・グランデ渓谷上流域での（私人による）水資源開発事業申請を許可す
ることを禁じている。NRC 議長のイッキーズは，この仕組みを「非公式な
タイプの政策審査」（informal type of review）と称し，1936年 ₁ 月30日付の
FDR 宛てのメモのなかで，それにならった新たな仕組みを構築するべきこ
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とを提案し，FDR によって発せられるべきメモの草案を示した（Nixon 1972, 
479）。具体的には，各省庁で計画・実施されているすべての灌漑・土地排水
事業や貯水関連事業について，定期的に NRC へ報告を行わせ，NRC で，公
衆の健康や野生生物保全等のあらゆる観点からの審査を行うことを，FDR
が関連省庁の長に命ずるというものである。FDR は，同年 ₂月 ₁日付けの
イッキーズへ返信し，メモの草案に署名したことを伝えた（Nixon 1972, 480）。
また，その数カ月後の ₅ 月14日には，洪水や洪水制御についても，予算局
（Bureau of Budget: BOB）による通達が発出され⑷，連邦省庁は，洪水や洪水
制御に関する調査研究を行うに当って，当該調査研究事業の詳細（制定法に






して計画策定を行う地区」（Planning Districts for the Handling of Planning Efforts 










には，野生生物の回復のための大統領委員会（the Presidential Committee for 































Conservation）」なる概念が提唱されていた（及川 2013）。1934年 ₇ 月 ₃ 日付の
『NRB の創設に関するホワイトハウス声明』⑸は，「新保全」という文言は用
いていないものの，これらの保全①②③を包括するような保全（a compre-
hensive program of conservation）の観点から NRB の創設意義を説いたもので
ある（Nixon 1972, 460）⑹。すなわち，NRB が全体を俯瞰した総合計画を準備
し，これによって，多様な連邦施策が調整されるとともに，土地や水資源の
誤用の矯正への道筋が示される。その上で，「貧困に喘ぐ家庭の生活水準の




である NRC が1935年11月23日に作成した進捗状況報告書（Report of Progress 
and Work under Way）では，各種の鉱物資源管理や耕作放棄地の再利用，それ
に無節操な土地開拓の抑制等についても，NRC が調査研究や勧告案の作成
等の機能を果たしたとされている（Nixon 1972, 449-454）。NRC 議長のイッキ
ーズは，簡単なメモを添付して，この報告書を FDR へ送達し，当該メモに
は，同報告書が「保全と開発の問題」（conservation and development problems）
に関するものであると紹介されていた（Nixon 1972, 448）。
　このほか，隠れた公共事業推進法との批判が多かった洪水制御法案（H.R. 








































務省国立公園局（National Park Service: NPS）の勢力拡大の要因となった（及
























































































































































































⑵報告書のタイトルは，A Report on National Planning and Public Works in Relation 
to Natural Resources and Including Land Use and Water Resources with Findings 
and Recommendations である。
⑶報告書のタイトルは，Report of Rio Grande Board of Review である。
⑷通達は，Budget Circular No. 338 である。
⑸このプレス・リリースのタイトルは，White House Statement on the Creation of 









所以である，と述べた（Nixon 1972, 342）。その上で，FDR は，『土地利用・
水資源に関する国家計画』とそれを準備した NRB の役割を紹介したのである
（Nixon 1972, 342-343）。

































のプログラム―』どうぶつ社　（Shabecoff, Philip. A Fierce Green Fire: The 
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